
令和 5 年度 第２回韮崎市成年後見制度利用促進協議会 

 

次   第 

 

日 時： 令和５年１２月２５日（月） 

1３時３０分～ 

場 所： 韮崎市保健福祉センター  

2 階 生活指導室 

 

◆ 第２回韮崎市成年後見制度利用促進協議会 

 

１．開  会 

 

 

  ２．長寿介護課長挨拶 

 

 

  ３. 議  事 

 

（１）事業の進捗状況について 

 

（２）第２期成年後見制度利用促進基本計画（案）について 

 

（３）その他  

 

 

4．その他 

 

 

5．閉会 

 

 

 

 

 

 



（１）事業の進捗状況について 

 

１：中核機関周知リーフレットについて（別紙１） 

 ・目的 

これから成年後見制度を利用するご家族、関係者や選任された後見人向けに中核機 

関を知っていただき、安心して制度利用ができるよう案内ができることを目的とする。 

   ・周知方法 

    甲府家庭裁判所にリーフレット配布の協力依頼を行い、韮崎市民や関係する申立て 

の際に渡していただく。また、韮崎に関わる後見人にも配布をする。 

  

  ２：身寄りのない方等の支援者支援シートについて（別紙２） 

   ・目的 

    身寄りのない方や、支援方針が定まらない方の支援者や後見人が一人で困らないよ  

    う、役割や意思を見える化し、今後の支援方針を具体的にすることを目的とする。 

   ・活用方法 

    支援者役割分担シート、“もしもの時”の意思確認シート①②、死後事務確認シート 

    それぞれの段階において、支援者がチームで話し合う際に各シートを活用し、役割分 

担や意思確認、意思決定の補完をしていく。あくまで補助的なシートであるため、チー 

ム支援のきっかけとしての活用を想定している。 

 

  ３：後見人等業務における成年後見制度中核機関に期待すること調査について（別紙 3） 

・目的 

日ごろの後見業務における率直な意見を集約し、中核機関体制における後見人支援の 

重点や課題を明らかにした上での支援策や体制を検討することを目的とする。 

・アンケート結果（抜粋と傾向） 

○困難を感じる場面 

 入院時や死後事務の際、後見人一人に対応を求められる 

 チーム支援が重要であっても、チーム形成不全や機能不全がある 

 身上監護において、細かな実働を求められる 

 後見人の相談先が不明確     ・・・etc 

○後見業務全般への課題 

 法による利用促進が進められても、現場の理解がまちまちである 

 地域によって支援格差が生まれている（縦割り対応等） 

 チーム支援が未成熟 

 死後事務を求められることが多いが、役割として実行できない    ・・・etc 

○中核機関に期待すること 

 地域サイドのチーム支援体制の構築、窓口としての機能充実、行政との橋渡し 

 身寄りのない方の支援方針検討機能 

 能動的な後見人とのコミュニケーション    ・・・etc 
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別紙１
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別紙２
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別紙３
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韮崎市告示第７号 

韮崎市成年後見制度利用促進協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 成年後見制度の利用の促進に関する基本的な事項を協議するため、韮崎市成

年後見制度利用促進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

⑴ 成年後見制度についての情報交換及び状況把握に関する事項 

⑵ 成年後見制度に関する地域連携の体制づくり及び普及啓発活動に関する事項 

⑶ 成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画の策定に関す

る事項 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、成年後見制度の利用の促進に関し市長が必要と認

める事項 

（組織） 

第３条 協議会の委員は、１０人以内をもって組織する。 

 （委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

 ⑴ 医師 

 ⑵ 法曹関係者 

 ⑶ 福祉団体関係者 

 ⑷ 市民代表 

 ⑸ 金融機関関係者 

 ⑹ 市職員 

 ⑺ その他市長が適当と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長１人及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説

明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（秘密保持義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また、同様とする。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、長寿介護課において処理する。 

（補則） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が

協議会に諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

（会議招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、会長を定める前に招集する会議は、市長が招

集する。 
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